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令和２年度 国立大学法人東京学芸大学事業報告書  

 

 

「Ⅰ はじめに」 

 

東京学芸大学は、明治6年に東京府小学校教則講習所として創設されて以来、人権を尊

重し、すべての人々が共生する社会の建設と世界平和の実現に寄与するため、豊かな人

間性と科学的精神に立脚した学芸諸般の教育研究活動を通して、高い知識と教養を備え

た創造力・実践力に富む有為の教育者を養成する大学として、140年以上に渡って全国の

教員の主要な養成機関としてその役割を果たすとともに、歴史と伝統を培ってきた。 

 

第３期中期目標期間において、本学は、教育を通しての社会変革を主導する大学とし

て、知識基盤社会の進展・グローバル化の展開・教育的課題の多様化・地域社会の疲弊

という現代社会の特徴に対して、協働して課題を解決する力・多様性を尊重する力・自

己を振り返り、自己を表現する力･新しい社会を創造する力という4つの力を持った次世

代の子どもを育成するための人材養成を使命とし、日々教育研究活動を推進することを

目標として、令和元年度も積極的な活動を行った。（具体的な活動内容については「Ⅳ 

事業に関する説明」を参照。） 

上記活動を推進する一方、大学の基盤的財源となる運営費交付金の交付額は年々減少

しており、大学の財政は厳しい状況となっていることから、本学では組織の改編や業務

の見直し等による管理経費の抑制、寄附金・科学研究費補助金といった競争的資金の積

極的な獲得による自己収入の増加の取り組みなど、本学が掲げる上記の目標に向けて、

財政基盤の強化に一層取り組んでいる。 

 

「Ⅱ 基本情報」  

 

１．目標 

 

[基本理念] 

東京学芸大学は、教育を通しての社会変革を主導する大学として、知識基盤社会の進

展・グローバル化の展開・教育的課題の多様化・地域社会の疲弊という現代社会の特徴

に対して、協働して課題を解決する力・多様性を尊重する力・自己を振り返り、自己を

表現する力･新しい社会を創造する力という四つの力を持った次世代の子どもを育成す

るための人材養成を使命とする。 

  

［基本目標］ 

東京学芸大学は、これまでも初等･中等教育における様々な教育実践や教科教育に関

わる有為の教育者を養成してきた教育の総合大学であるが、第 3 期中期目標期間が日本

の社会及び教育の大きな転換点であると認識し、次世代の子どもの育成を目指す次世代

育成教育において、次の三つの役割を担い、日本の教育を主導する全国的拠点大学とな

るとともに、広く海外に日本の教育成果を発信する大学となることを目標とする。 

① 教育課題の多様化に対応する力や、知識基盤社会における継続的な教育環境の

変化に対応する力を持つ新しい教員を養成するとともに、諸課題に直面している



教育現場の教員に対して、次世代の子どもを育成する上で必要な能力を付与する

研修を実施する。そのために第 3 期中期目標期間において、教育学部と大学院に

おいて必要なカリキュラム及び教育組織の整備を行うとともに、現職教員研修の

ための組織を立ち上げる。 

② 現在進行しつつある日本社会の変化と教育改革に伴う教育課題の多様化・複雑

化には、学校教員と教育支援者が協働して対応に当たる必要があるという認識の

下に、教育支援の専門的技能を持つ人材及びコーディネーターを養成するととも

に、教育支援者と協働できる教員を養成する。併せて学校と教育支援者を結ぶコ

ーディネート体制の構築に寄与し、地方自治体、教育委員会、NPO、民間企業等と

連携した教育支援事業を展開する。 

③ 次世代育成教育のための研究を集中的に展開するとともに、その研究成果を次

世代育成教育モデルとして全国及び世界に発信する。そのために本学(T)が、北海

道教育大学(H)・愛知教育大学(A)・大阪教育大学(O)と連携して進める HATO プロ

ジェクト及び日本教育大学協会を基盤とした全国的ネットワークを構築するとと

もに、OECD 及び教員養成国際コンソーシアムと連携して、国際的な発信の基盤を

作る。 

 

２．業務内容 

 

(1) 国立大学を設置し、これを運営すること。 

(2) 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこ

と。 

(3) 当該国立大学法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施そ

の他の当該国立大学法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

(4) 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

(5) 当該国立大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(6) 当該国立大学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって政令

で定めるものを実施する者に対し、出資（次号に該当するものを除く。）を行うこと。

(7) 産業競争力強化法（平成二十五年法律第九十八号）第二十一条の規定による出資並

びに人的及び技術的援助を行うこと。 

(8) 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３．沿革 

 

明治 6年（1873年） 東京第一師範学校の前身である東京府小学校教則講習所を設置 

明治41年（1908年） 東京第二師範学校の前身である東京府豊島師範学校を設置 

大正 9年（1920年） 東京青年師範学校の前身である東京府立農業教員養成所を設置 

昭和13年（1938年） 東京第三師範学校の前身である東京府大泉師範学校を設置 

昭和24年（1949年） 東京学芸大学学芸学部を設置 

昭和41年（1966年） 学芸学部を教育学部に改称、大学院教育学研究科（修士課程）

を設置 

昭和63年（1988年） 教育学部に新課程を設置 

平成 8年（1996年） 大学院連合学校教育学研究科（博士課程）を設置 



平成 9年（1997年） 大学院教育学研究科（修士課程）に夜間大学院（総合教育開発

専攻）を設置（現在は昼夜開講制に移行） 

平成19年（2007年） 特殊教育特別専攻科を特別支援教育特別専攻科に改称 

平成20年（2008年） 大学院教育学研究科に専門職学位課程（教職大学院）を設置 

 

４．設立根拠法  

 

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

 

５．主務大臣（主務省所管局課）  

 

文部科学大臣（文部科学省 高等教育局 国立大学法人支援課） 



 

　

　

 

　

国立大学法人東京学芸大学

学　　長 監　　事

東京学芸大学

 役員会  次世代教育研究センター
 教育学部

 留学生センター
 戦略評価推進本部

 保健管理センター
 広報戦略推進本部  初等教育教員養成課程

 ＩＣＴセンター
 教員養成カリキュラム改革推進本部  中等教育教員養成課程

 学生支援センター
 特別支援教育教員養成課程 教育実践研究推進本部

 国際戦略推進本部

 特別支援科学講座

 生活科学講座

 広報室

 基金事務室

 機構

 教員養成開発連携機構 本学と北海道教育大学、愛知教育大学、大阪教育大学による４大学連携機構

 総合教育科学系

 日本語・日本文学研究講座

 教育学講座

 理科教員高度支援センター

 教育心理学講座

 現職教員支援センター機構

 教育インキュベーションセンター

 教員養成開発連携センター
 特定教育課題対応センター機構

 社会連携推進本部

 男女共同参画推進本部

 ＰＤ推進本部

 情報基盤整備推進本部

ＥＳＤ/ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ教育
支援ｾﾝﾀｰﾕﾆｯﾄ

 特別支援教育・教育臨床ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

 教員人事会議

 養護教育教員養成課程

 教育支援課程　

 アドミッションオフィス

 環境教育研究センター

 国際教育センター

 竹早園舎

 自然科学系
 広域自然科学講座

 附属小金井小学校

 教育諮問会議

 技術・情報科学講座

 附属学校

 放射性同位元素総合実験施設
 経営協議会

 数学講座

 附属幼稚園  小金井園舎

 教育研究評議会

 基礎自然科学講座

 有害廃棄物処理施設

 人文社会科学系

 附属学校運営部  附属学校運営推進室

 人文科学講座

 社会科学講座

 施設

 外国語・外国文化研究講座
 学長選考会議

 附属特別支援学校

 国際課

 特別支援教育特別専攻科

 附属大泉小学校

 大学戦略会議　

 附属竹早小学校

 音楽・演劇講座

 附属世田谷中学校

 事務局

 美術・書道講座

 学務課

 現職教育支援室

 附属世田谷小学校

 総務部

 附属学校課

 芸術・ｽﾎﾟｰﾂ科学系

 入試課

 大学機能強化センター機構

 監査室

 学長室

 大学史資料室事務室

 研究・連携推進課

 学系支援課

 財務・研究推進部
 経理課

 施設課

 

 総務課

 専門職学位課程（教職大学院）

 学務部  学生課

 附属高等学校

 キャリア支援課

 附属国際中等教育学校

 附属小金井中学校

 健康・スポーツ科学講座

 大学院課

 附属竹早中学校

 養護教育講座

 現職教員研修推進機構

 財務課  総合学生支援機構

  次世代教育研究推進機構 

 大学院連合学校教育学研
 究科（博士課程）

 大学史資料室

 修士課程

 学術情報課

 附属図書館

 情報基盤課

 大学院教育学研究科
 人事課

 担当課長（戦略）

6.組織図（令和２年４月１日現在） 

 



７．事務所（従たる事務所を含む）の所在地  

 

東京都小金井市 

     附属学校 東京都世田谷区 

          東京都練馬区 

          東京都文京区 

          東京都東久留米市 

 

８．資本金の額  

  

164,788,065,321 円（全額 政府出資） 

 

 

９．在籍する学生の数（令和２年５月１日現在） 

 

総学生数 

   学士課程          ４，４６０人 

   修士課程            ２８４人 

   博士課程            １５８人 

   専門職学位課程         ３５９人 

   特別支援教育特別専攻科      ２１人 

 

  附属学校児童・生徒      ５，４８０人 

 

 

１０．役員の状況 

  

役職 氏名 任期 経歴 

学 長 國 分  充 令 和 2年 4月 1日   
～令 和 6年 3月 31日  

昭 和63年 4月  東 北 大 学 教 育学 部 助 手  
平 成  3年4月  金 沢大 学 教 育学 部 助 教授  
平 成11年 4月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部助 教 授  
平 成15年 4月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部教 授  
平 成22年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   

教 育学 部 総 合教 育 科 学 系 長併 任  
（～平 成26年3月）  

平 成26年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学  
        理 事      （～令和 2年3月）  

理 事 

(兼副学長) 

(全 体 統 括 ・ 総 務 担 当 ) 

中 島 裕 昭 令 和2年4月 1日  
～令 和 4年 3月31日  

昭 和63年 9月  早 稲 田 大 学 第一・第 二文 学 部 
助 手  

平 成  2年4月  岐 阜大 学 教 養部 講 師  
平 成  4年10月  東京 学 芸 大 学教 育 学 部講 師  
平 成11年 2月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部助 教 授  
平 成19年 5月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部教 授  
平 成28年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学  

       理事      （～令 和 2年 3月）  



理 事 

(兼副学長) 

(教育・学生担当) 

佐々木 幸寿 令 和2年4月 1日  
～令 和 4年 3月31日  

昭 和59年 4月 岩 手 県立 公 立学 校 教 員  
平 成18年 4月 信 州 大学 全 学教 育 機 構助 教 授  
平 成20年 10月  東京 学 芸 大学 教 育 学部 准 教 授  
平 成23年 4月 東 京 学芸 大 学教 育 学 部教 授  
平 成28年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学  

         副学 長 併 任（～令 和 2年 3月）  

理 事 

(兼副学長) 

(研究・社会連携担当) 

松 田 恵 示 令 和２年 4月1日  
～令 和４年3月 31日  

平 成元 年 4月  大阪 教 育 大 学教 育 学 部  
附 属池 田 中 学校 教 諭  

平 成  3年4月  学 校 法 人 大 手前 女 子 大学  
専 任講 師  

平 成10年 4月 岡 山 大学 教 育学 部 助 教授  
平 成16年 10月  東京 学 芸 大学 教 育 学部 助 教 授  
平 成22年 4月 東 京 学芸 大 学教 育 学 部教 授  
平 成28年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学  

       副 学 長併 任   （～令 和2年 3月） 

理 事 

(非常勤) 

(大 学 経 営 ・ 産 学 協 働 担 当 ) 

山 沢 清 人 令 和２年 4月1日  
～令 和４年3月 31日  

昭 和45年 4月 東 北 大学 工 学部 助 手  
昭 和54年 4月 信 州 大学 工 学部 講 師  
昭 和55年 7月 信 州 大学 工 学部 助 教 授  
平 成5年10月 信 州 大学 工 学部 教 授  
平 成18年 6月 信 州 大学 工 学部 長  
平 成21年 10月  信州 大 学 長（～平成 27年 9月）  
平 成28年 4月  信 州 大 学 工 学部 特 任 教授  

    （～令 和 2年 3月） 
平 成28年 6月 （株）八十 二 銀行 社 外 監査 役  

理 事 

(非常勤) 

(連携・特命事項担当) 

竹 原 和 泉 令 和２年 4月1日  
～令 和４年3月 31日  

平 成13年 4月 横 浜 市教 育 委員 会  
生 涯学 習 推 進嘱 託 員（～平 成17年 3月）  

平 成17年 4月 横 浜 市立 東 山田 中 学 校  
コミュニティハウス館 長（～平 成29年 3月）  

平 成23年 6月 中 央 教育 審 議会  
教 育振 興 基 本計 画 部 会・教 育制 度 分 科会・
生 涯学 習 分 科会 臨 時 委 員（～平 成27年2月）  

平 成24年 4月 特 定 非営 利 活動 法 人  
まちと学 校のみらい代 表 理 事  

平 成27年 3月 中 央 教育 審 議会  
初 等中 等 教 育分 科 会・生 涯 学習 分 科 会  
専 門委 員（～平 成 29年2月）  

平 成28年 4月 独 立 行政 法 人  
国 立青 少 年 教育 振 興 機 構 評価 委 員  

平 成29年 3月 中 央 教育 審 議会  
初 等中 等 教 育分 科 会 教 員 養成 部 会  
臨 時委 員  

平 成30年 4月 文 部 科学 省  
コミュニティ・スクール推 進 員  

平 成30年 4月 横 浜 市立 東 山田 中 学 校  
ブロック学 校 運営 協 議 会 会 長  

令 和  2年4月  神 奈 川 県 立 あおば支 援 学 校  
学 校運 営 協 議会 会 長  

監 事 菊 井 髙 昭 平 成28年 4月1日  
～令 和 2年 8月31日  

昭 和51年 4月  立 正 大 学 経 営学 部 講 師  
昭 和54年 4月  立 正 大 学 経 営学 部 助 教授  
昭 和58年 4月  上 智 大 学 経 済学 部 助 教授  
昭 和61年 4月  上 智 大 学 経 済学 部 教 授  
昭 和62年 4月  上 智 大 学 経 済学 部 経 営学 科 長

（～平 成 元年 3月）  
平 成19年 4月  上 智 大 学 経 済学 研 究 科委 員 長

（～平 成23年3月）  
平 成23年 4月  上 智 大 学 学 事局 公 開 学習 センタ

ー長           （～平 成25年 3月）  
平 成25年 4月  上智大学経済学部特別契約教授 
平 成 26年 4月  国 立 大 学 法 人 東 京 学 芸 大 学   

監 事            （～平 成 28年 3月 ）  
平 成27年 4月  上 智 大 学 名 誉教 授  



監 事 

(非常勤) 

古 川  和 平 成28年 4月1日  
～令 和 2年 8月31日  

平 成  4年12月  （株）カズアンドカンパニー代 表 取
締 役  

平 成  4年12月  ティーチングキッズ代表  
平 成14年 4月  独 立 行 政 法 人国 立 オリンピック記

念 青少 年 総 合センター子 ども夢基 金 審 査委 員
会 体験 活 動 部会  自 然 体 験 活動 専 門 委員 会
委 員（～平成 15年 3月）  

平 成14年 6月  （株）アクションラーニング研 究 所 代
表 取締 役  

平 成15年 4月  独 立 行 政 法 人国 立 青 年の家業 務
評 価委 員 会 委員（～平 成 17年3月）  

平 成15年 8月  NPO 法人ティーチングキッズ代表 
平 成17年 2月  文 部 科 学 省 独立 行 政 法人 評 価 委

員 会臨 時 委 員（～平成 25年2月）  
平 成20年 10月  NPO 法 人 体験 型 科 学教 育 研 究

所 専務 理 事  
平 成25年 3月  文 部 科 学 省 独立 行 政 法人 評 価 委

員 会委 員（～平 成 27年3月）  
平 成 27年 4月  国 立 大学 法 人東 京 学芸 大学  

監 事 （非常 勤 ）     （～平 成 28年 3月 ） 
平 成 29年 6月  （株 ）EHR エグゼクティブコンサ

ルタント 

監 事 

(非常勤) 

見 上 一 幸 令 和2年9月 1日  
～令 和 6年 8月31日  

昭 和50年 5月 宮 城 教育 大 学教 務 職 員  
（附属 理 科 教育 研 究 施設 ） 

昭 和57年 10月  フォン・フンボルト給 費 研究 員  
（西ドイツ、ミュンスター大 学）  

平 成元 年 4月  宮城 教 育 大 学助 教 授  
（附属 理 科 教育 研 究 施設 ） 

平 成6年 11月  宮 城 教 育 大 学教 授  
（附属 理 科 教育 研 究 施設 ） 

平 成12年 4月 宮 城 教育 大 学  
附 属環 境 教 育実 践 研 究 センター長  

平 成17年 4月 宮 城 教育 大 学附 属 小 学校 長  
平 成18年 8月 宮 城 教育 大 学学 長 特 別補 佐  
平 成19年 4月 宮 城 教育 大 学総 務 担 当  

理 事・副 学 長  
平 成24年 4月 宮 城 教育 大 学長  

（～平 成30年3月）  
平 成31年 4月 尚 絅 学院 大 学総 合 人 間科 学 系  

特 任教 授  
令 和元 年 5月  仙台 ユネスコ協会 会 長  
令 和元 年 12月 日 本 ユネスコ国内 委 員  

監 事 

(非常勤) 

森 本 周 子 令 和2年9月 1日  
～令 和 6年 8月31日  

平 成12年 4月 弁 護 士登 録  
（第二 東 京 弁護 士 会）  

ＴＭＩ総合 法 律 事務 所  （～平 成 30年12月）  
平 成14年 9月 南カリフォルニア大 学  

ロースクール  （平 成 15年5月 LL.M 取得 ) 
平 成15年 8月 シモンズ・アンド・シモンズ  

法 律事 務 所（ロンドン）勤 務（任 期 1年）  
平 成16年 1月 ニューヨーク州 弁 護士 資 格 取得  
平 成17年 4月 第 二 東京 弁 護士 会 子どもの  

権 利委 員 会 委員 (平 成28年 度委 員 長）  
平 成21年 6月 日 本 弁護 士 連合 会  

国 際室 嘱 託（任 期 3年）  
平 成23年 4月 東 京 都子 どもの権 利擁 護  

専 門員（任 期1年）  
平 成28年 6月 日 本 弁護 士 連合 会 子どもの  

権 利委 員 会 委員  
平 成31年 4月 坪 井 法律 事 務所  

東 京都 内の自 治 体スクールロイヤー  
 



 

１１．教職員の状況（令和２年５月１日現在） 

 

大学教員   ７２７人（うち常勤 ２８１人、非常勤 ４４６人） 
 附属学校教員 ４４８人（うち常勤 ３４２人、非常勤 １０６人） 
 職員     ３７６人（うち常勤 ２１２人、非常勤 １６４人） 
（常勤教職員の状況） 

  常勤教職員の平均年齢は46.2歳（前年度45.9歳）となっております。このうち、国から
の出向者は0人、地方公共団体からの出向者14人、民間からの出向者は0人です。 

 

 

 

「Ⅲ 財務諸表の概要」 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

 

１．貸借対照表 

（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

（単位：百万円）  

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 
 有形固定資産 
  土地 
 建物 

減価償却累計額 
 構築物 

減価償却累計額 

 
 

148,951 
27,438 

△17,411 
2,791 

△1,786 

固定負債 
 資産見返負債 
 長期借入金等 
 引当金 
 退職給付引当金 

その他の引当金 
その他の固定負債 

 
6,161 

― 
 

30 
― 
― 

 工具器具備品 
減価償却累計額 

 図書 
 その他の有形固定資産 
 その他の固定資産 
 
流動資産 
 現金及び預金 
 その他の流動資産 

2,483 
△2,094 

3,556 
356 
77 

 
 

4,742 
197 

 
 

 
流動負債 
 運営費交付金債務 
 寄附金債務 
 前受金 
 預り金 
 未払金 
 その他の流動負債 

 
 

199 
596 
493 
877 

1,730 
41 

負債合計 10,130 

純資産の部  

資本金 
 政府出資金 
資本剰余金 
利益剰余金 
その他の純資産 

 
164,788 
△7,077 

1,459 
― 

純資産合計 159,170 

資産合計 169,301 負債純資産合計 169,301 

 ※ 百 万 単 位 未 満 を 切 り 捨 て て い る た め 、 合 計 額 が 一 致 し な い 場 合 が あ り ま す 。 

  （ 以 下 の 表 も 同 様 ）  

 

 



２．損益計算書 

（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

（単位：百万円）            

 金額 

経常費用（A） 12,420 

 業務費 
  教育経費 
  研究経費 
  診療経費 
  教育研究支援経費 
  受託研究費 
  共同研究費 

受託事業費 
  人件費 
  その他 
 一般管理費 
 財務費用 
 雑損 

12,052 
1,894 

314 
― 

247 
25 
22 
50 

9,497 
― 

367 
― 
1 

経常収益（B） 12,856 

 運営費交付金収益 
 学生納付金収益 
 附属病院収益 
 受託研究収益 
 共同研究収益 
 受託事業等収益 
 寄附金収益 
 補助金等収益 
 施設費収益 
 その他の収益 

8,174 
3,326 

― 
25 
22 
50 

321 
295 
87 

552 

目的積立金取崩額（D） 44 

当期総利益（当期総損失）（B-A+D） 479 

 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/）         

（単位：百万円）          

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 847 

 人件費支出 
 その他の業務支出 
 運営費交付金収入 
 学生納付金収入 
 附属病院収入 
 受託研究支出 

共同研究収入 
 受託事業等収入 
 寄附金収入 
 補助金等収入 
 その他の業務収入 

△9,602 
△2,252 

8,213 
3,170 

― 
△12 

43 
85 

382 
575 
244 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △233 



Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C） ― 

Ⅳ資金に係る換算差額（D） ― 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 614 

Ⅵ資金期首残高（F） 3,728 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 4,342 

 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

（単位：百万円）          

 金額 

Ⅰ業務費用 8,271 

 損益計算書上の費用 
 （控除）自己収入等 

12,420 
△4,149 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 
Ⅱ損益外減価償却相当額 
Ⅲ損益外減損損失相当額 
Ⅳ損益外除売却差額相当額 
Ⅴ引当外賞与増加見積額 
Ⅵ引当外退職給付増加見積額 
Ⅶ機会費用 

 
836 
― 
1 

△18 
△252 

188 

Ⅷ国立大学法人等業務実施コスト 9,026 

 
 

５．財務情報 

 

(1) 財務諸表に記載された事項の概況 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

令和 2 年度末現在の資産合計は、前年度比 677 百万円（0.4％）（以下、特に断

らない限り前年度比・合計）増の 169,301 百万円となっている。 

主な増加要因としては、現金及び預金が 1,014 百万円（27.2％）増加したことが

挙げられる。これは、未払金や預り金等が増加したことによるものである。 

ま た 、 主 な 減 少 要 因 と し て は 、 建 物 減 価 償 却 累 計 額 が 878 百 万 円  

(5.3％ )増 の△17,411 百万円となったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

令和 2 年度末現在の負債合計は、506 百万円(5.2％)増の 10,130 百万円となって

いる。 

主な増加要因としては、年度末退職者に支給する退職手当が増加したこと等に



より、未払金が前年度と比較して 278 百万円（19.2％）増加したこと、また寄附金

をより多く獲得したことにより、寄附金債務が前年度と比較して 74 百万円

（14.3％）増となっている。 

 

（純資産合計） 

令和 2 年度末現在の純資産合計は、170 百万円(0.1％)増の 159,170 百万円とな

っている。 

主な増加要因としては、施設費を財源とする小金井地区の給排水工事等により

資本剰余金が 542 百万円（5.4％）増の 10,673 百万円となっ た こ と が 挙 げら れ

る 。  

主な減少要因としては、資本剰余金の控除項目である損益外減価償却累計額が

790 百万円（4.7％）増の△17,750 百万円となったことが挙げられる。 

 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

令和 2 年度の経常費用は 418 百万円（3.3％）減の 12,420 百万円となっている。 

主な減少要因としては、新型コロナウイルス感染症の影響により教育経費が 143

百万円（7.0％）減の 1,894 百万円となったことが挙げられる。 

 

（経常収益） 

令和 2 年度の経常収益は、200 百万円（1.5％）減の 12,856 百万円となってい

る。 

主な減少要因としては、新型コロナウイルス感染症の影響により、公開講座や対

面式の免許状更新講習が実施できなかったことから講習料収益が 53 百万円

（66.1％）減の 27 百万円になったことが挙げられる。 

 

（当期総損益） 

上記「経常収益」－「経常費用」に、目的積立金取崩額 44 百万円を計上した結

果、令和 2 年度の当期総利益は 210 百万円（77.9％）増の 479 百万円となってい

る。 

 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和 2 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、387 百万円（84.4％）増の

847 百万円となっている。 

主な増加要因としては、補助金の受け入れ増により「補助金等収入」が 557 百万

円（3,229.1％）増の 575 百万円になったことが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和 2 年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、376 百万円（262.9％）

減の△233 百万円となっている。 



主な減少要因としては、「施設費による収入」が 351 百万円（35.8％）減の 629

百万円になったことが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和 2 年度は活動なし。 

 

 

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

（国立大学法人等業務実施コスト） 

令和 2 年度の国立大学法人等業務実施コストは、139 百万円（1.5％）減の 9,026

百万円となっている。 

主な減少要因としては、「業務費用」が 321 百万円（3.7%）減の 8,271 百万円

となったことが挙げられる。 

 

   (表) 主要財務データの経年表                          （単位：百万円） 

区分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

資産合計 169,594 168,784 168,080 168,623 169,301                                                                                                                             

負債合計 9,099 8,833 8,856 9,624 10,130 

純資産合計 160,494 159,950 159,224 158,999 159,170 

経常費用 12,865 12,456 12,612 12,839 12,420 

経常収益 13,016 12,737 12,841 13,056 12,856 

当期総損益 151 281 233 269 479 

業務活動によるキャッシュ・フロー 588 307 493 459 847 

投資活動によるキャッシュ・フロー △151 △38 △121 143 △233 

財務活動によるキャッシュ・フロー △89 ― ― ― ― 

資金期末残高 2,484 2,753 3,125 3,728 4,342 

国立大学法人等業務実施コスト 8,444 8,001 9,124 9,165 9,026 

（内訳）      

業務費用 8,520 8,140 8,282 8,592 8,271 

  うち損益計算書上の費用 12,865 12,456 12,612 12,839 12,420 

  うち自己収入 △4,344 △4,316 △4,329 △4,246 △4,149 

 損益外減価償却相当額 1,075 1,051 983 889 836 

 損益外除売却差額相当額 0 0 0 △2 1 

 損益外減損損失相当額 ― 15 ― ― ― 

 引当外賞与増加見積額 △0 △4 13 △18 △18 

 引当外退職給付増加見積額 △1,255 △1,273 △155 △303 △252 

 機会費用 103 71 0 7 188 

 （控除）国庫納付額 ―  ―  ―  ―  ―  

 

 

 



② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

ア．業務損益 

大学セグメントの業務損益は 605 百万円と、前年度比 137 百万円（29.5％）増と

なっている。これは、運営費交付金収益が減少したことなどにより業務収益が前年

度比 492 百万円（7.4%）減となった一方で、人件費が減少したことなどにより、業

務費用が業務収益の減少率を上回る前年度比 630 百万円（10.1％）減となったこと

が主な要因である。 

附属学校セグメントの業務損益は 11 百万円と、前年度比 77 百万円（118.1%）増

となっている。これは、運営費交付金収益をはじめとした業務収益が前年度比 255

百万円（6.1%）増となったことが主な要因である。 

法人共通セグメントの業務損益は△181 百万円と、前年度比 2 百万円（1.4％）

増となっている。これは、運営費交付金収益の増加などにより、業務収益が前年度

比 36 百万円（1.7%）増となったことが主な要因である。 

 

(表) 業務損益の経年表                      (単位：百万円) 

区分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

大学 423 543 468 467 605 

附属学校 △68 △93 △82 △65 11 

法人共通 △203 △170 △157 △184 △181 

合計 151 280 229 217 435 

 

 

イ．帰属資産 

大学セグメントの総資産は82,994百万円と、前年度比192百万円（0.2％）増と

なっている。これは、建物が前年度比50百万円（0.9％）増となったことが主な要

因である。 

附属学校セグメントの総資産は79,983百万円と、前年度比50百万円（0.1％）増

となっている。これは、工具器具備品をはじめとした「その他帰属資産」が前年

度比313百万円（39.7％）増となったことが主な要因である。 

法人共通セグメントの総資産は6,323百万円と、前年度比434百万円（7.3％）増

となっている。これは、現預金の期末残高の増加等に伴い、流動資産等「その他

帰属資産」が前年度比530百万円（20.1％）増となったことが主な要因である。 

 

       (表) 帰属資産の経年表                      (単位：百万円) 

区分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令 和 元 年 度 令 和 2 年 度 

大学 73,597 73,024 72,429 82,802 82,994 

附属学校 90,883 90,550 90,192 79,932 79,983 

法人共通 5,113 5,209 5,458 5,889 6,323 

合計 169,594 168,784 168,080 168,623 169,301 



③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等  

当期総利益 479 百万円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の

質の向上に充てるため、476 百万円を目的積立金として申請している。 

令和 2 年度においては、教育研究環境整備積立金として 61 百万円を使用した。 

 

 

(2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

小金井総合研究棟改修工事（教育学系）（取得原価 304 百万円） 

 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

附属図書館増築工事 （投資見込額 534 百万円） 

 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし 

 

④ 当事業年度において担保に供した施設等  

該当なし 

 

 

(3) 予算・決算の概況 

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示し

ているものである。 

                                               （単位：百万円） 

区分 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 13,026 12,867 12,809 12,571 12,579 12,372 14,384 13,570 13,591 12,981  

運営費交付金 

補助金等収入 

学生納付金収入 

附属病院収入 

その他収入 

8,329 

43 

3,641 

― 

1,011 

8,329 

100 

3,386 

― 

1,050 

8,247 

75 

3,564 

― 

921 

8,247 

68 

3,297 

― 

957 

8,251 

45 

3,526 

― 

756 

8,251 

44 

3,258 

― 

818 

8,528 

20 

3,490 

― 

2,344 

8,528 

17 

3,200 

― 

1,823 

8,213 

18 

3,456 

― 

1,902 

8,213 

362 

3,007 

― 

1,397 

 

支出 13,026 12,667 12,809 12,151 12,579 12,208 14,384 13,176 13,591 12,459  

教育研究経費 

診療経費 

一般管理費 

その他支出 

12,176 

― 

― 

849 

11,818 

― 

― 

849 

12,011 

― 

― 

798 

11,430 

― 

― 

721 

11,987 

― 

― 

591 

11,660 

― 

― 

547 

12,398 

― 

― 

1,985 

11,934 

― 

― 

1,242 

11,928 

― 

― 

1,662 

11,220 

― 

― 

1,239 

 

収入－支出 ― 199 ― 420 ― 164 ― 393 ― 521  

 



「Ⅳ 事業に関する説明」                                              

 

(1) 財源の内訳（財源構造の概略等） 

 当法人の令和2年度における経常収益は12,856百万円となっており、その内訳は運営費

交付金収益 8,174百万円（63.6％（対経常収益比、以下同じ。））、授業料収益2,803百

万円（21.8％)、その他の収益1,877百万円（14.6％）となっている。 

 

(2) 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

ア．大学セグメント 

 大学セグメントは、教育学部、教育学研究科（修士課程、専門職学位課程）、連合学校教

育学研究科（博士課程）及び特別支援教育特別専攻科により構成されており、そのいずれに

おいても、高い知識と教養をそなえた創造力と実践力に富む有為の教育者を養成すること

を目的としている。 

 大学セグメントにおける事業の主な実施財源は、運営費交付金収益 3,687百万円（当該セ

グメントにおける業務収益比59.4％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費 

907百万円、研究経費 306百万円、一般管理費 18百万円となっている。 

 

 

【教育研究活動の推進】 

●教育活動への取組 

○海外日本人学校における教育実習等の実施計画 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、決定していた実習生 6 名全員の派遣中止

を余儀なくされた。また、令和 3 年度の実習生派遣について協定締結校と協議し、派遣に向

けた環境が整うことを条件として、派遣予定者の学内選考を行うこととなった。この結果、

香港日本人学校２名、バンコク日本人学校 2 名、計 4 名の実習生を決定した。 

 

○教員養成高度化プロジェクトの実施 

 教員養成高度化プロジェクトのうち、「次世代学校リーダー養成コース」は、次世代の学

校システムのリーダーとなりうる教員を、学部と教職大学院を通して育成するために設け

られた本学独自の教員システムであり、強い教員志望を有する本学の学部 3 年生から大学

院 2 年生が、今年度は Zoom を用いたオンライン形式や一部対面形式での特別ゼミナールを

毎月一回実施し、学年や学科を越えた学びを実現し、学部 3 年生から教職大学院段階の学

びに触れることで教育の発展を牽引する学校リーダーとなっていく為の基礎となる資質能

力の育成を図った。教員養成高度化プロジェクトのうち、「教員養成高度化大学間連携コー

ス」は、本学と都内近郊の 11 大学とで教員養成高度化連携協定を結び、連携協定校から推

薦された確たる教員志望と優れた適性を有する学部生を対象に、早期から高度専門職業人

としての準備教育を施す独自の教育システムであり、今年度はオンラインによる夏期集中

講座、教職フィールドワークといった高度専門職養成に備えた接続プログラムを受講させ

ることにより入学前教育を進め、資質向上と教職大学院への効果的な接続を図った。また今

年度は、初の試みである教職フィールドワーク合同報告会を実施し、次世代学校リーダー養

成コースと教員養成高度化大学間連携コースの垣根を越えた学びを実現した。 

 

 



○教員養成高度化プロジェクト特別給付金 

学部 3 年生から大学院 2 年生までの 4 年間を通して教員としての資質能力を育む「次世

代学校リーダー養成コース」において、大学院の授業料相当分を支給することにより、専門

的知識・スキルを基礎とした高度な実践的教育能力を有する教員を目指す、意欲の高い学生

を支援する教員養成高度化プロジェクト特別給付金を新教員養成コース特別給付金制度か

ら継承して実施し、教員就職率向上に取り組んだ。 

 

○障がい学生支援室の体制強化 

 前年度に引き続き、障がい学生の多様なニーズに応え、円滑な学修が果たせるよう、専任

の常勤講師 1 名、非常勤職員 1 名の体制を維持した。令和 2 年度は、新型コロナウイルス

感染症の拡大防止策として遠隔授業が実施されたが、聴覚障害学生に対するオンラインで

の情報保障として UD トークを導入した。遠隔授業時における新たなサポート体制を整える

ために、オンライン上で説明会および UD トーク練習会を年間 24 回実施し、学生サポータ

ーの育成を行った。精神・発達障害の学生については、大量の課題のマネジメントや不慣れ

なオンライン授業への不安が増大する傾向にあったが、相談形式を対面相談のほか、学生の

ニーズに合わせてメール相談、Web 会議システム（teams）相談、電話相談の選択肢を設け

柔軟に対応した。 

 

○教員免許状更新講習の実施 

令和2年度に本学で実施を予定していた対面式講習は、新型コロナウイルス感染症拡大の

影響により、中止することとなったが、一方で愛知教育大学、公立千歳科学技術大学、大阪

教育大学と連携し、全国の受講者を対象として e ラーニングによる免許状更新講習を実施

しているＫＡＧＡＣ（ｅ-ラーニング教育免許状更新講習推進機構）においては、年2回（夏

期、秋期）開講し、受講者数は、夏期・秋期あわせて必修講習6,727名、選択必修講習6,748

名、選択講習20,883名を集めており、前年度比で2倍以上の受講者を獲得し、コロナ禍にお

ける受講者ニーズに対応することができた。 

 

◯図書館におけるオンライン学習支援と環境整備 

コロナ禍で、授業がオンライン化する中、図書館においてもオンラインサービスの拡充や、

感染症対策のための環境整備を行った。 

オンライン授業のための蔵書の拡充として、シラバス掲載図書を中心に、機関購読型の電

子ブックを 500 点以上購入し、キャンパス外からアクセスできる環境も整備した。オンライ

ンデータベースのアクセス環境についても、利用率の高いジャパンナレッジ Lib について

同時アクセス可能数を 2 アクセスから制限無しとするなどの改善を行った。さらにこれら

の利用を促進するために、オンラインで利用できるサービスについて案内する Web ページ

を作成している。 

https://lib.u-gakugei.ac.jp/learning/online 

また、学生のオンライン利用を促進すべく、各種オンラインガイド(サービスごとの情報

シート等)の拡充を行った。学習サポータについても、オンラインによる学習支援体制を整

えた。また、学生協働で行うイベントについては、コロナ禍で館内での開催が難しい中、オ

ンライン開催イベントの広報協力を行った。 

図書館増築工事の計画においても、ラーニングコモンズについて、密を避けて運営できる

よう計画変更するとともに、オンライン授業の受講に対応した個別ブースを導入する計画



とした。個別ブースのうち 8 台を秋学期の授業に間に合うように先行導入した。 

また、次年度の対面授業の拡大に合わせ、ラーニングコモンズにアクリルパーティション

を設置し、間隔を取った上で会話しながらの運用が可能となるよう準備をしている。 

この他にも、東京学芸大 Explayground 推進機構 Möbius Open Library の活動の一環とし

て、「オンライン朝読書ルーム」の開催や、図書館の書架をオンラインで眺めて本を探すこ

とのできる「デジタル書架ギャラリー」の公開を行い、高い評価を得ている。 

https://lib.u-gakugei.ac.jp/mol/shoka 

 

 

●研究活動への取組 

○科学研究費助成事業採択率の向上に関する取組 

科学研究費助成事業の申請数及び採択数を向上させるため、応募予定者に対し、採択者の

研究計画調書の閲覧を可能にするとともに、研究計画調書作成相談を実施した。 

継続分を含めた採択数は、平成22年度は102件であったが、10年間で約1.4倍増え（平成22年

度比）、令和2年度は145件となった。 

 

○教育実践研究推進本部関係 

 教育実践研究推進本部において、トップマネジメント経費により大学が積極的に推進す

べき教育実践研究プロジェクトで大学教員と附属学校教員が組織的に連携した研究体制を

とって推進する『特別開発研究プロジェクト』の新規公募を行い、9件を採択した。各プロ

ジェクトにおいては、1年目終了時の研究成果を報告してもらい、これに基づき評価及び査

定を行い、1年計画の1件を除いた11件を採択した（今年度限りの特例として3年目になる3件

を含む）。 

さらに、本学着任後1年未満の大学教員の研究環境の充実を図り、教員養成に関わる研究

を推進するための研究費『若手教員等研究支援費』において43歳未満を対象とした「若手教

員等支援枠」15件、「新規教員枠」5件をそれぞれ採択した。 

 この他、「令和3年度大学教員研究専念期間取得」の公募を行い、1名の研究専念者を決定

し、非常勤講師枠については、計6枠を措置した。 

 

○旧師範学校関係資料の保存とアーカイブズシステムの構築 

大学史資料室では、「旧師範学校関係資料の保存とアーカイブズシステム」事業のさらな

る充実を図るため、平成 30 年度から関連所蔵資料群の公開と閲覧業務を開始している。令

和 2 年度には、「木下一雄初代学長」資料目録の公開と閲覧を開始した。現在公開している

資料群は以下のとおりである。 

・「撫子会」資料（平成 30 年度の試行期間を経て、令和元年度から公開） 

・「青山師範学校」資料と「豊島師範学校」資料（令和元年度末から公開） 

・「木下一雄初代学長」資料（令和 2 年度末から公開）。 

Web 展示会「東京学芸大学の歩み その前身と今」を開催し、企画展示会「今月の学藝ア

ルバム」を Web で開催した。 

また、上記とは別に以下の活動を行った。 

・大学史資料室ホームページのサブページ（情報発信用外部サイト）として、新たに「東

京学芸大学大学史資料室 Web ギャラリー」を制作し公開した。主に所蔵資料等を画像や動画

で紹介している。 



・Web 展示会や Web ページの開設に合わせ、新たな企画としてキャンパスツアー動画「再

発見！キャンパスからよみとく学芸大」を制作し公開した。 

・大学史資料室案内リーフレット改訂版を制作・配布した。 

・本年度の活動報告を『東京学芸大学大学史資料室報』第 8 号（令和 3 年 3 月発行）に纏

めた。 

 

○「子どもの貧困」支援及び教員・教育支援者養成システムに関するコンソーシアム型研究 

開発 

 「本研究は大学−附属学校−民間企業−NPO−自治体−公立学校協力校からなるコンソーシア

ムを構築し、①家庭の貧困により生じる格差に応じた学校教育スタートカリキュラム開発・

検証、②個別最適化学習・文化多様性学習モデルの開発、③多様性に開かれた附属学校モデ

ルの課題分析と検証、④民間と連携した教員・教育支援者養成システムモデル開発を企図し

ている。令和 2 年度は各々①指導案モデルと運動遊び教材開発、②オンライン教材・研修開

発と実施に伴う効果分析、③SSW を交えた校内支援体制の効果分析、④本学新カリキュラム

改訂における科目改善の検討を行った。」 

 

○次世代型コンピテンシー育成のための教育方法開発とその国内外への発信 

 －新学習指導要領への対応と OECD・Education2030事業の枠組みに基づくカリキュラム内

容の提案を中心にー 

 平成 30 年度から開始した本プロジェクトにて、本年度に挙げた成果は次の通りである。

①Web によるシンポジウム（ワークショップと成果報告セッションの 2 イベント）を開催し

た。ワークショップは 44 都道府県から中・高・大・院・教員・教育行政・教育研究・マス

コミ関係など合わせて 309 名の参加と OECD からの参加があり、多数の対話を展開した。成

果報告セッションは基調講演と 43 本の成果報告映像をオンデマンド配信し、利用登録 405

名と 2817 件の視聴があった。②コンピテンシー育成の授業に必要な手だてを説明する映像

「協働する力」「他者に対する受容・共感・敬意」を日本語と英語で作成し、それを HP にて

公開した。手立て説明映像は計 6 本となった。③指導案の収集と分析を行い、それらを検

索・利用するために、コンピテンシー育成のための学習指導案データベース検索サイト

PDCoBaL を作成し、HP 上で公開した。④授業映像配信システム 21CoDOMoS の活用者数およ

び活用範囲が飛躍的に拡大した。オンライン研修や講義により、アクセス数・ユーザ数とも

4 月から 6 月にかけて 8 倍増加した。また、学校の公開研究会や教育委員会での限定活用依

頼、愛知教育大学、弘前大学からの開発相談があった。21CoDOMoS を利用した e-learning に

よる免許状更新講習では、年間で 3041 人の受講生があった。⑤エージェンシー概念の研究

紹介サイトと紹介漫画を作成して HP に公開し、普及に努めた。 

 

〇教育インキュベーションセンター 

教育インキュベーションセンターでは Expalyground 事業を推進している。一つの柱で

はある「HIVE プロジェクト」では 37 のラボ（内、今年度新たに 8 つのラボが活動開始）

が活動しており、6 つのラボは学生が中心に活動を行っている。一部のラボでは、大人だ

けでなく、小学生や中学生が参加する年齢を問わない活動を始めた。活動の拠点となる建

物の大枠の設計が決まり、令和 4 年 3 月の竣工の目途が立った。もう一つの大きな柱であ

る、竹早学校区を中心に進めている「未来の学校みんなで創ろう。PROJECT」では、34 法

人と２教育委員会が参加し、その他、文部科学省、東京都教育委員会とも連携をとりなが



ら 11 のプロジェクトを推進し、いくつかの実践を開始した。来年度は竹早学校区の教諭

も学校研究の一環として全員で取り組むことになっており、多様な実践を同時並行で進め

ていく予定である。 

 

○環境教育センター・GLOBE 事業 

国際的な環境教育プログラムであるグローブ（GLOBE「Global Learning and 

Observations to Benefit the Environment」)の推進を目的とした文部科学省の委託事業

に応募したものの新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、2020 年 5 月に今年度の事業中

止が決定された。グローブ日本事務局として、事業中止後も引き続きグローブアメリカ本

部からのニュースレターや海外での活動状況等について、メーリングリストを通じて前年

度に選定された第 13 期の指定校に情報共有を行った。また、昨年度に引き続き e-

training などのウェブ教材の整備を進めた。 

また、小金井・国分寺・小平「環境教育実践フォーラム」は、「武蔵野から学びを問い

直す」をテーマとして、オンラインで開催した。新規事業として予定していた「環境教育

SIG 事業」や「環境教育セミナー」は、コロナ禍の状況を踏まえて開催を見送った。 

附設の教材植物園では、遠隔授業が中心になったことを受けて、園での体験を伴う授業が

減少したものの、学部や大学院の一部授業で活用された。また学芸の森保育園の園児など

が定期的に自然体験を行った。 

 

○環境教育センター・水辺の学びデザインプロジェクト WaSIT（米国コカ・コーラ財団） 

 本事業では、平成 28 年度からコカ・コーラ財団の支援を受け、「水辺の学びデザイン

プロジェクト WaSIT」に取り組んでいる。水辺をテーマにしたスペシャル・インタレス

ト・ツアー（SIT）を大学生の視点で企画し、そこに組み込まれる場所やつながりがもつ

学びの可能性を探ることをねらいとしている。グループでツアーガイド等の教材をデザイ

ンし、水辺の自然や文化、魅力や課題をわかりやすく表現することも目指す。関連分野の

教員、専門研究員からなるプロジェクトメンバーが学生のツアーやグループワークを支援

し、多彩なオリジナルのツアーと教材が生まれている。最終年度にあたる令和 2 年度は、

コロナ禍でツアー（検証）は実施できなかったが、5 年間の成果をとりまとめるととも

に、表現と発信方法の検討を行い、ツアーガイドを含む報告書、ウェブサイトを作成し公

開した。 

 

○理科教員高度支援センターでの取り組み 

本センターでは、観察・実験が苦手な小・中学校教員を中心に、理科を専門とする教員も

対象として、理科の授業実践に必要な基礎的実験技能の修得に加えて、専門的な科学の内容

の理解を目的として、各種の研修を実施している。今年度は、予定していた対面での研修を

すべて中止とした。代わりに zoom を利用したリモート研修を10月15日から6回実施、または

実施予定である。シンポジウム（タイトル：オンラインと対面授業の下での主体的な学びへ

のスイッチ）も11月11日にリモートで開催した。 

 

 

●社会との連携 

○学校図書館司書教諭講習 

毎年文部科学省から委託を受け、学校図書館司書教諭講習を実施している。学校図書館司



書教諭講習は、学校図書館の専門的職務に携わる司書教諭を養成するためのもので、1科目

30時間の講習を5科目開設している。令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大の影響によ

り、対面講習は中止することとなったが、参加大学からの一括申請58大学・791名、個人に

よる書類参加119名、計910名（教員629名、学生281名）の申請があり修了証書の発行を行っ

た。 

 

○教育職員免許法で規定された幼稚園教諭等の教員養成機関として 

本学は、教育職員免許法で規定された幼稚園教諭等の教員養成機関として、文部科学省か

ら指定された機関の指導大学となっており、例年、本学が担当している指定教員養成機関の

中から 1 校を抽出し、教育課程や教員の資格、配置等について実地視察を行っている。 

更に、指定教員養成機関における「教育課程の変更」手続き時においては、当該教員養成

機関の申請内容書類の確認を行い、文部科学大臣への申請に必要となる指導大学の「意見

書」を交付している。令和 2 年度は、指定教員養成機関 3 校の手続きを行った。                              

 

○現職教員研修推進機構の取組 

平成28年に現職教員研修推進機構を設置し、新たな社会的要請にこたえるハイレベルな

現職教員研修プログラムの開発事業の取り組みを開始した。概要としては、学校教育に対す

る新たな社会的要請に応じた現職教員の多様な職能成長ニーズに対して、教員養成の基幹

大学として学内のハイレベル・シーズを活かした研修プログラムを開発・提供し、全国の教

員養成系大学・学部に対し先導的な教員養成・研修モデルを呈示していくものである。 

令和２年度においても、区市町村の教育委員会の研修企画担当者との意見交換を図り、連

携しながら現職教員研修を企画・実施したが、新型コロナウイルス感染症の影響により、上

半期においては中止となった研修も多数あったが、オンラインによる実施方法に変更する

などして下半期は多くの現職教員研修を実施した。 

 

〇特別支援教育に関わる大学発信型現職教員研修システムの開発 

 令和元年度から新設された特別支援・教育臨床サポートセンターを中心として、全ての教

員に必要とされている特別支援教育に関わる現職教員研修システムについて、教育委員会

との連携をもとに研究・開発を行っている。 

 学校現場の実情に応じた研修内容・方法、研修成果の可視化、教員へのコンサルテーショ

ン、各種研修関連データベース等について研究・開発し、教育委員会等と役割や機能を差別

化、補完し合う特別支援教育の大学発信型現職教育研修システムのモデルを提案し、国内外

の教育連携機関に提供していくこととしている。 

そのため、特別支援・教育臨床サポートセンターにおいて以下の5つの取組が進められてい

る。 

①研修内容・方法の検討（通常の学級担任も含む研修対象教員の属性に応じた研修プログラ

ムの差別化、ポイント方式研修のシステム化など） 

②特別支援教育に関する教員の資質評価方法の開発とライセンス化の検討 

③通常の学級及び特別支援教室担当教員へのコンサルテーションの在り方についての検討

（個別指導計画作成や合理的配慮等） 

④教育委員会等の推進する研修や研究事業への大学教員専門家派遣 

⑤各種データベースの作成・提供（大学教員専門家データベース、現職教員研修プログラム

データベース、教材データベース等） 



 

〇産学連携の状況 

産学連携においては、アル―株式会社との「STEAM 教育における学習内容・目標マップと

指導者の資質・能力マップの開発」など54件の共同研究を実施した。 

 さらに、平成19年度から実施している、みずほフィナンシャルグループからの寄附講義に

ついて、令和2年度も秋学期に学芸フロンティア科目 D として「金融教育」の講義を実施し

た。コロナの影響により対面授業ではなく、WebClass と Stream を利用したオンライン授業

となった。 

 

○東京都教育委員会との高大接続事業 

 平成 31 年 3 月に東京都教育委員会と連携協定を締結し、将来の東京の教育を担う人材

の育成に向けて、都立小金井北高等学校において、希望する生徒に教師としての基本的な

素養や職業意識を育成するとともに、その学びを大学での専門的な学びにつなげる「高大

連携による教員養成プログラム」を推進している。 

5 年計画の 2 年目となる令和 2 年度は、昨年度に協議・検討したプログラムのうち、セ

ミナーとワークショップを実施した。高校 1 年生及び 2 年生全員を対象としたセミナー

は、コロナ禍のためオンラインで実施し双方向でのやりとりを行った。また、教育学部を

希望する 2 年生・3 年生を対象としたセミナーでは、「学芸大で『教育学』を学ぶとは」

をテーマに本学講義棟にて対面式の講義を行ったあと、本学附属図書館の見学を行った。 

ワークショップについては延べ 11 回実施し、学校教育との関連が深い領域について、生

徒自身の興味や関心をより一層高めるために、本学教職大学院生との対話や体験的な活動

を通した学びの場を創出した。 

 

○小金井市議会とのパートナーシップ協定の締結 

 令和 3 年 3 月 30 日、本学と小金井市議会は、両者の連携と相互協力の確立に資するた

め、パートナーシップに関する協定を締結した。 

本協定では、二元代表制における議会としての責務を有する小金井市議会と、研究資産

等知的資産を有する本学が、パートナーシップを構築することにより、地域の発展に資す

る政策等への対応を目的として、地域・教育・地方自治等の政策課題についての意見交換

や専門的見地からの助言に関すること、政策能力の向上に関することなどについて、相互

に連携、協力することとしている。 

この連携により、大学教員の議員研修会への講師派遣や条例提案への助言など市議会を

とおして地域に貢献するとともに、議会見学など学生が政治に興味関心を持つ取組みにつ

ながることが期待される。 

 

 

●国際交流の推進 

○大学の世界展開力強化事業（キャンパス・アジア事業）の推進 

平成 28 年度に採択された大学教育再生戦略推進費「大学の世界展開力強化事業（キャ

ンパス・アジア事業：第 2 モード）」において、中国・北京師範大学及び韓国・ソウル教

育大学校との連携のもと、「東アジア教員養成国際大学院プログラム」を実施し、教員養

成における「キャンパス・アジア」（CA）の形成と大学院レベルでのアジア圏の学校教員

リーダーの育成を目指して取り組んでいる。 



平成 30 年度に締結した「ダブルディグリー・プログラム実施に関する覚書」に基づ

き、令和元年度よりダブルディグリー・プログラムに参加する修士課程学生の派遣・受入

れを開始し、既に北京師範大学から本学に 2 名の学生が 1 年間の留学を終え、令和 3 年 9

月末の本学修士課程修了を目指している。本学からは令和 2 年 9 月に北京師範大学へ１名

及びソウル教育大学校へ 2 名が入学し、令和 3 年 3 月よりソウル教育大学校へ 1 名の学生

が留学中であり、他の 2 名については令和 3 年 9 月からの留学を予定している。 

その他、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により人の往来が制限される中、オンラ

インを活用したソウル教育大学校オンライン短期留学プログラム（WTPC：大学院 7 名、学

部 2 名の計 9 名が参加）及び秋学期東京学芸大学-ソウル教育大学校オンライン語学交流

プログラム（大学院 1 名、学部 10 名の計 11 名が参加）を実施した。  

 令和 3 年 2 月には、5 年間の事業の締めくくりとして、中韓の連携大学より担当教員

に登壇いただき、CA オンライン特別講義及びオンライン・シンポジウムを開催し第 2 モー

ドの取組を総括すると共に、第 3 モードへの申請も視野に、次のステップに向けての議論

を深めた。 

 

○東アジア教員養成国際コンソーシアム事業の推進 

本学に事務局を置く「東アジア教員養成国際コンソーシアム（ICUE）」は、東アジア地

域の教員養成系大学・学部 47 大学（令和 3 年 3 月現在）が加盟し、10 年を超える活動を

進めている。 

令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により韓国の公州大学校主催によ

り開催を予定していた第 15 回東アジア教員養成国際シンポジウムの延期を決定したこと

を受け、令和 3 年 2 月に同大学校を議長とする運営委員会を開催し、延期となった第 15

回シンポジウムの開催時期及び主催大学、並びに第 16 回以降の開催順などについて審議

を行った。これにより、第 15 回シンポジウムは公州大学校の主催により令和 3 年秋頃に

オンラインで開催すること、及びその後の開催順については従前の計画の順番を変えずに

１年後ろ倒しすることを決定した。 

また、令和 2 年度には、新規の加盟（江蘇師範大学）もあり、同コンソーシアムはさら

に発展を続けている。 

 

○海外日本人学校への大学推薦 

 平成 28 年に、設置当初から関係性が深い、バンコク日本人学校（泰日協会学校）と連

携協定を締結し、学生の派遣や学校教員の研修機能の充実など連携事業を進めていくこと

としている。また、令和元年度には、香港日本人学校（香港校・大埔校）とも連携協定を

締結し、日本人学校との一層の連携協力が期待される。 

◇大学推薦 

平成 29 年度から、本学学生、卒業・修了生を学内での選考ののち、バンコク日本人学

校教員の現地採用枠として推薦・派遣している。平成 29 年度（平成 30 年 4 月派遣）は 5

名、平成 30 年度（平成 31 年 4 月派遣）は 9 名、令和元年度（令和 2 年 4 月派遣（※9 月

に延期））は 14 名の卒業生を教員として派遣した。令和 2 年度（令和 3 年 4 月派遣）は

15 名の派遣を予定している。 

◇教育実習 

平成 30 年 12 月の教員免許法施行規則の改正により在外教育施設での教育実習が認めら

れたことを受け、令和 2 年度からバンコク日本人学校及び香港日本人学校において教育実



習を行うこととしている。令和 2 年度の教育実習は新型コロナ感染症拡大の影響で中止と

なったが、令和 3 年度の教育実習に向けての公募・選考を行い、バンコク日本人学校に 2

名、香港日本人学校に 2 名をそれぞれ派遣予定であり、今後両校とのさらなる連携が期待

される。 

 

○世界の成長を取り込むための外国人留学生の受入れとグローバル人材の養成（ISSUP） 

外国人留学生の受入れとグローバル人材の養成プロジェクト実施委員会を中心に、本事

業において構築した教員養成系大学独自の海外短期受入・派遣モデルプログラムの推進に

取り組んだ。 

令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により人の往来を伴う全てのプロ

グラムが中止されたことから、オンラインによる授業や講演会及び交流プログラムを多数

企画し推進した。さらに、新たな取組として、海外の学生との交流や有識者の講演、博物

館訪問等を通じて英語でのコミュニケーション能力向上を目指す「春休みオンライン短期

留学プログラム」を 6 日間にわたって実施した。オンラインでの実施を主としながら、対

面での活動を併用して実施した本プログラムには、企画立案から実施までの準備期間がタ

イトで、短期間での募集であったにもかかわらず、多くの学生が参加し、活発なディスカ

ッションが行われ、今後の発展が期待できる充実した内容となった。 

 

○日タイ大学生国際交流プログラム 

平成 26 年度から平成 29 年度にかけて文部科学省の委託事業として実施した「日タイ大

学生招聘交流事業」について、委託事業の公募停止後も本学の自助努力による自走化の取

組として、協定校のコンケン大学との学生の相互交流を実施しており、派遣プログラムお

よび事前事後指導を「グローバル教育演習（タイ）」（秋学期集中・2 単位）として単位

化している。 

令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により人の往来を伴う交流プログ

ラムが中止されたことに伴い、同プログラムをオンラインによる現地との交流を含む単独

のプログラムとして実施するとともに、令和 3 年度の人的交流の再開を視野に関係機関と

継続的に情報共有と協議を行っている。 

 

○カンボジア学校保健サービス創生事業 

日本財団から研究助成金の支援を受けて、学校保健教育が確立されていないカンボジア

において、同国教育省と協働しながらカンボジア教員養成大学保健科コースのカリキュラ

ムを作成するなどの教育支援事業を行うとともに、現地の教員養成校の教員に研修を行

い、保健科教員を養成するなどの新たなプロジェクトを令和 2 年 1 月より開始した。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、人の往来が制限される中、近い将来カンボジ

アの教員養成大学において学校保健を担当する予定の現地教員への研修（オンライン・ワ

ークショップ）を実施するとともに、カリキュラムの策定及びシラバス・テキストの作成

に取り組んだ。 

 

○国際算数・数学授業改善のための自己向上機能を備えた教員養成システム開発 

 平成23年4月から平成29年3月までの6ヶ年、文部科学省の特別経費（プロジェクト分-国際

的に卓越した教育研究拠点機能の充実-）による「国際算数・数学授業改善のための自己向

上機能を備えた教員養成システムの開発」を行った成果を踏まえ、本学の戦略『次世代教育



モデルの研究・発信と拠点作り』の一環である「教員研修の国際的拠点の構築」に関わる活

動を「国際算数・数学授業研究プロジェクト」として発展的に継続し、令和2年度は次の取

り組みを行った。現在、東京学芸大 Explayground 推進機構の「授業研究ラボ IMPULS」を新

たな拠点として加え活動している。 

・平成28年4月から平成30年3月までの日本型教育の海外展開推進事業「EDU-Port 公認プロ

ジェクト」を発展的に継続し、タイにおける授業研究における算数科授業改善の支援を実施

する予定であったが、今年度は新型コロナウイルス感染症のため中止とした。 

・イギリスにおける授業研究の実践・普及に関わるプロジェクトへの参画 

令和3年3月17日には、ノッティンガム大学主催のウェビナー「The Future of Teacher-Led 

Collaborative Lesson Research」に登壇した。 

・算数数学授業研究イマージョンプログラム 

授業研究イマージョンプログラムを令和2年6月に44名を対象に開催を予定していたが、今

年度は新型コロナウイルス感染症のため中止とした。令和2年11月23日〜11月27日にかけて、

ケニアのモデル校の教員・管理者を対象にして、国際協力機構(JICA)との共同でオンライン

による授業研究プログラムを実施し85名の参加があった。また、令和2年9月3日と10月21日

に、日本数学教育学会とオーストラリア数学教育学会の後援を得て、オーストラリアと日本

と共同でオンラインによるウェビナー型授業研究を実施し、それぞれ70名程度の参加があ

った。令和3年3月15日〜19 日、3月22日〜29日には、「オンライン職能開発コース」を2回

開催し、それぞれ24名（アメリカ等）、17名（フィリピン等）の参加があった。 

・高知県四万十市立中村中学校、大月町立大月中学校、東京都府中市立府中第一小学校、府

中第十小学校、江戸川区立瑞江小学校で校内研究の支援、私立学校（湘南白百合学園、大妻

嵐山中学校高等学校等）において研究授業等を実施した。 

・平成28年度に行った「教員の資質向上のための研修プログラム開発事業」の成果を踏まえ、

東京都教育委員会との協働により、算数数学授業研究セミナーを継続し今年度も実施予定

であったが今年度は新型コロナウイルス感染症のため中止とした。 

・新型コロナウイルス感染症の影響で授業観察等が困難になったため、IMPULS がこれまで

収集し蓄積してきた授業ビデオを用い、他大学の講義等で活用された。 

 

 

イ．附属学校セグメント 

附属学校セグメントは、5 地区（小金井地区・世田谷地区・竹早地区・大泉地区・東久

留米地区）に立地している小学校（4 校）、中学校（3 校）、高等学校（1 校）、中等教育

学校（1 校）、特別支援学校（1 校）及び幼稚園（1 園、ただし、園舎は小金井、竹早の 2

か所）の 11 校園で構成されている。各校園ともに、様々な教育的課題に関する拠点校・

モデル校として優れた教育を行っているだけでなく、本学学部・大学院学生の教育実習の

場として、さらには保育・教育に関する実践的・先導的な共同研究の場としても重要な役

割を果たしている。 

附属学校セグメントにおける事業の主な実施財源は、運営費交付金収益 2,969 百万円

（当該セグメントにおける業務収益比 66.7％）となっている。また、事業に要した経費

は、教育経費 813 百万円、研究経費 3 百万円、一般管理費 6 百万円となっている。 

 

 

 



【教育研究活動への取組】 

○高大接続プログラム特別入試 

東京学芸大学には、教職を志望する高校生を早期から本学における教員養成と連携さ

せ、優秀な学校教員を養成することを目的とした「高大接続による教員養成プログラム」

がある。これを受講した本学の附属高等学校及び附属国際中等教育学校を対象として、高

大接続プログラム特別入試を実施し、令和 3 年度入学者として 6 人が合格した。 

 

○IB(国際バカロレア)関係（附属国際中等教育学校） 

附属国際中等教育学校は、IBO（国際バカロレア機構）から DP（ディプロマプログラ

ム）校に認定されている。本プログラムは、教育課程上は学習指導要領に即しながら学校

設定科目を設置することにより、一条校としての卒業単位と DP 修了認定を同時に取得で

きるよう設定されており、令和元年度は 5 年生（高校 2 年生）16 名、6 年生（高校 3 年

生）12 名に対して適用された。 

また、文科省機能強化経費事業における「新たな社会的要請にこたえるハイレベルな現

職教員研修プログラムの開発」及び「国際バカロレア(IB)教育に基づく次世代育成教育の

総合的開発研究及びその発信」において、国内外より教育視察などを受け入れ、IB の主旨

に基づいた教育実践や学校運営のあり方を紹介した。ちなみに、令和 2 年度の IB に関す

る情報提供は 18 件 45 名（総視察件数：31 件 77 名）である。 

さらに、本学の課題であるグローバル人材養成に関わる教員養成として、附属国際中等

教育学校では外部からの派遣教員を受け入れ、ＩＢ教育＜国際バカロレア（MYP）に関す

る指導方法及び評価方法並びに国際バカロレア（DP）の導入準備等＞を中心とした教育活

動に関する研修の支援を全校体制で行った。 

具体的には、平成 26 年 3 月に高知県教育委員会と協定を締結し、高知県立高等学校の

教員を派遣教員として受け入れた。（平成 26 年度 1 名、平成 27 年度３名、平成 28 年度 4

名、平成 29 年度 7 名）また、東京都教育委員会とも協定を締結し、平成 28 年度に続き 29

年度も東京都立高等学校の教員 1 名を派遣教員として受入れた。さらに平成 29 年度から

神奈川県教育委員会やさいたま市教育委員会とも協定を取り交わし、神奈川県教育委員会

から 2 名・さいたま市教育委員会から 1 名の派遣教員を受け入れ研修を行った。平成 30

年度は、引き続き高知県教育委員会 6 名、神奈川県教育委員会 2 名、さいたま市教育委員

会 1 名、長野県教育委員会 1 名、静岡県教育委員会１名と協定書を取り交わし、総勢 11

名の派遣教員受け入れ研修を行った。令和元年度は、宮城県教育委員会と協定を取り交わ

し、宮城県教育委員会 1 名、高知県教育員会 4 名、静岡県教育委員会 1 名の受け入れ研修

を行った。令和 2 年度は、高知県教育委員会 2 名の受け入れを行い、令和 3 年度も引き続

き高知県教育委員会から 2 名を受け入れる予定である。 

 

○SSH（スーパーサイエンスハイスクール）及び SGH(スーパーグローバルハイスクール) 

SSH 事業は第 2 期 2 年目を迎え、SS 科目および SSIB 講座、課題研究の継続実践、授業

研究会において、SS 科目の公開授業を実施、中学生を含めた校内課題研究コンテスト

（ISS チャレンジ）でオンラインによる研究発表の機会を得た。また、コロナ禍でも課題

研究のための調査を可能な範囲で行った。生徒の資質能力ベースの定量的効果検証方法へ

の取り組みを開始した。また、大学主催で SSH・SGH・WWL 課題研究成果発表をオンライン

で 2 月に開催し国外および都内の高校（約 130 名 8 校）と交流を深め、審査員、総務部附

属学校課の運営、学長・副学長・附属学校運営参事の出席等協力を得た。 



 

○学校図書館運営専門委員会の取組 

各附属学校の司書教諭・学校司書が中心となって組織する学校図書館運営専門委員会で

は、平成 21 年度より継続して、学校図書館に関する文部科学省の事業を受託し研究を進

めてきた。令和元年度も「学校図書館ガイドラインを踏まえた学校図書館の利活用に係る

調査研究」を受託し、①学校図書館を活用した授業実践研究の推進（世田谷中・小金井

中）、②学校司書のための研修プログラムの実施・検証、③Web サイトでの学校司書の資

質・能力の向上に役立つ情報の発信の 3 点を活動の柱として取り組みを行った。Web サイ

トでの情報の発信については、昨年度に引き続き学校司書のための研修プログラムの動画

配信等にも取り組み、年間アクセス数も昨年度よりは減ったものの、年間 20 万件を超え

るアクセスがある。 

 

○附属学校の社会に向けた取組 

附属学校の社会貢献として、「世田谷夏季現職研修会（オンライン）」（世田谷小）、

「学びを止めない Teams 活用（オンライン）」「冬季道徳授業研究集会」「ICT×インクル

ーシブ教育セミナー（オンライン）」「算数部授業研究会（オンライン）」（小金井

小）、「道徳科授業研究会（オンライン）」「算数授業セミナー（練馬で算数を語る会）

（オンライン）」「大泉体育授業セミナー（オンライン）」（大泉小）、「道徳教育『語

ルシス』夏季・冬季オンラインセミナー」「体育授業研究会（オンライン）」（竹早

小）、「英語科春季現職教員研修セミナー（オンライン）」（世田谷中）、「美術造形セ

ンター教育研究会（オンライン）」（竹早中）、「SSH 事業報告・情報交換会（オンライ

ン）」「数学的活動を促す授業づくり（オンライン）」「公開教育研究大会（オンライ

ン）」（高等学校）、「SSH 連絡協議会（オンライン）」「数学科研究会（オンライ

ン）」「公開研究会（オンライン）」（国際中等）など、外部に開かれた研究会や研修会

を多数開催した。今年度は新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、予定していた対

面型での研究会や研修会は中止となったものも数多くあるが、実施形態をオンラインに変

更し行ったものも多くあった。 

 

○「学習支援者」及びスクールカウンセラーの配置 

近年、附属学校園においても LD（学習障害）や高機能自閉症といった特別な支援を必要

とする園児児童生徒が増加傾向にあり、このような状況への教育的対応が喫緊の課題とな

っていることから、特別な支援が必要な園児児童生徒の個々のニーズに合わせた「学習支

援者」（原則的に本学の学部学生又は大学院生）を配置し、園児児童生徒の学習支援に当

たっている。平成 28 年度から「学習支援者」経費が学内予算で措置されている。 

また、悩みを抱える子どもたちやその保護者への対応において、スクールカウンセラー

の果たす役割は大きくかつ重要であると考えられるが、各附属学校ではこれを安定的に継

続して配置することに苦慮している現状があることから、これまで管理経費に計上されて

いたスクールカウンセラー雇用経費を学内予算で措置することとした。 

 

〇募集要項の有料化 

令和 2 年度より、小学校の募集要項有料化を実施（1 部 1,000 円）し 4 校で 860 万を売

り上げて各校の入学調査に掛かる費用に充てた。 

 



ウ．法人セグメント 

 法人共通セグメントは、事務局で構成されており、機動的・効率的な業務運営を行うこ

とを目的としている。 

法人セグメントにおける事業の主な実施財源は、運営費交付金収益 1,517 百万円（当該

セグメントにおける業務収益比 69.1%）となっている。また、事業に要した経費は、教育

経費 173 百万円、研究経費 4 百万円、一般管理費 342 百万円となっている。 

 

 

【管理運営に関する取組】 

○情報基盤の整備及び情報セキュリティに関する取組 

・学内情報基盤としての、ネットワーク機器・サーバ機器・提供サービスの運用・管理を

適正に行った。また、教職員や学生等の構成員への情報関連のサポート（各種システム関

連機器不具合・研究室等への導入機器接続・全学に配備した無線 LAN への接続等）を行っ

た。 

・令和 4 年 3 月の次期センターシステムのリプレイスに向けて、ネットワークの見直し、

クラウド化、端末教室の扱い、学芸ポータルの移行等の検討を開始した。 

・既存の WebClass と Microsoft Office365 を活用して、オンライン授業の基盤を整備す

るとともに、遠隔授業実施に向けた情報サービス解説サイトを設置し、遠隔授業サポート

デスクにて、問い合わせ対応にあたった。 

・遠隔授業のためのネットワーク環境を整備し、対外ネットワーク SINET 接続回線の増

速、講義棟および本部棟の無線 LAN 増設など、環境の整備を行った。 

非常勤講師全員および附属学校児童・生徒について、Microsoft Office 365 のアカウント

の整備を行った。 

・サイバーセキュリティ対策基本計画に基づき、実効性のあるインシデント対応体制

(TGU-CSIRT)を設置した。また、大学公式ウェブサイトに情報セキュリティ通報窓口を設

けた。 

・サークルリーダー研修、パソコンリーダー研修、情報セキュリティ研修、システム管理

者向けセキュリティ研修で情報セキュリティ研修を実施（計４回）。更にｅラーニングを

用いたテスト形式の情報セキュリティ教育を 1 年生必修授業である「情報」にて実施し

た。 

 

〇情報教育支援に関する取組 

・附属学校初任者及び教員養成高度化大学間連携コーススタートパスプログラムの学生を

主たる対象とした学部附属学校運営部主催の夏季研修講座にて、講座「 GIGA スクール時

代の情報教育と ICT 活用」を実施した。 

・FD 研修「オンライン授業を実施する先生のための著作権入門」を実施した（オンデマン

ド配信形式）。 

・GIGA スクール構想の実現のために、附属学校の児童・生徒 1 人 1 台の端末整備、校

内 LAN の整備を、附属学校との連携のもと実施した。 

大学と附属学校間を結ぶネットワークの見直しを実施し、秋学期からの増速に加えて、次

年度からは更なる増速を行った。 

 

 



○「新型コロナウイルス緊急支援金」の創設 

新型コロナウイルス感染症の拡大で経済的に困窮する学生への緊急支援や、必要となる

衛生用品等の購入を行うことを目的に、「新型コロナウイルス緊急支援金」を創設し、辟

雍会（東京学芸大学全国同窓会）の会員、学内の講座・教室等の同窓会などを通して、広

く寄附を募ったところ、卒業生をはじめ多くの方からご寄附をいただいた。 

寄附金は、国の経済支援を受けてこられなかった学生や留学生にすでに給付し、消毒液

やアクリル板等の購入を随時行うことで、当初の目的を達成している。 

 

○学生相談室の充実 

学生相談室は、専門のカウンセラー（非常勤）を配置しており、月曜日から金曜日の 10

時から 17 時、毎日 2 名のカウンセラーが相談に応じている。修学及び学生生活上のあら

ゆる悩みについての相談が可能で、性格検査や職業適性検査も受けることができる。また

必要に応じて学内の諸機関と情報共有を行い、連携しながら学生支援を行っている。 

 大学生の時期は、アイデンティティの確立が課題となる時期なので、大学生活に限ら

ず、家族や友達のこと、恋愛やバイト等幅広い相談が寄せられる。数年カウンセリングを

継続する必要となる学生も多いが、学生相談室は、学生自身の主体性を尊重し、守秘義務

を順守し本人の了解なく他へ相談していることを漏らさないというルールを厳守し、信頼

関係を構築し学生に寄り添って支援を続けている。 

 令和 2 年度はコロナ禍により、4 月～5 月にかけての緊急事態宣言期間中は、学生相談

室を閉室した。5 月の緊急事態宣言解除後は、カウンセラーの勤務体制を縮小しつつも、

電話やメールでの相談の実施により、学生の悩みの解消に対応した。10 月以降は通常の体

制に戻して、学生の相談に対応した。 

 また、令和 2 年度も、専門スタッフのスキルアップを図るための経費が配分され、学生

相談室カウンセラーが学会や研修会に参加し、自らの知見を広め学生支援の質の向上に活

かしている。 

 

○男女共同参画支援室の取組 

・年 2 回、男女共同参画推進本部のニュースレター「OPGE 通信」を 700 部発行する他、

昨年度に続き「OPGE 通信 WEB 版」を年 1 回発行し男女共同参画の現状周知に努めた。 

・ベビーシッター割引券を昨年度 104 枚から 150 枚に増やし、子育て支援のさらなる充実

を図った。 

・ジェンダーやセクシュアリティ、ダイバーシティについて学ぶ全学共通科目「フロンテ

ィア H」を開講し、埼玉大学の渡辺大輔准教授（テーマ：性の多様性）及び宇都宮大学の

艮香織准教授（テーマ：性教育と人権）に講師を依頼した。 

・女性活躍推進法の施行に基づく女性活躍推進行動計画として、本学では「大学教職員の

管理職の女性比率を 15%に引き上げる」「附属教員の女性比率を 42%に引き上げる」の 2

点を目標として掲げている。今年度、大学教職員の管理職女性比率は目標を達成した。 

・昨年度に引き続き 160 万円の予算を確保し、育児・介護・看護等支援補助員制度を実施

し、17 人の教員が利用した。補助員措置率及び申請時間支給率 100％を満たした。 

 ＊ 男女共同参画推進本部 HP（ http://www.u-gakugei.ac.jp/~danjo/） 

 

 

 



○大学外部からの発生源入力について 

 令和 2 年度 4 月より教員自身による研究費の予算管理及び物品購入依頼等の入力作業を

開始したが、運用当初は、財務会計システムの入力は学内からのみの対応しかできなかっ

た。しかし、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の影響で在宅勤務を余儀なくされる

中、学外からのアクセス方法についての検証を行い、総合認証基盤と連動して認証を行う

ことで、従来のセキュリティを維持しながら外部アクセスが可能であることを確認した。

このことを受けて、ホームページで学外から財務会計システムへアクセスが可能となった

ことを周知し、令和 2 年 11 月から大学外部からの入力受付を開始し、業務の効率化を図

った。 

 

○自動車運行管理業務の見直し 

 公用車、バスを所有しているため運転士 1 名を常駐させていたが、業務ごとの年間スケ

ジュールを分析し契約形態の見直しを行った。附属学校の連絡便や附属特別支援学校の遠

足などにおいては単価契約を行い、また、15 年以上経過した公用車については 1 台廃車を

して維持管理費の削減を行った。 

 

○コロナ禍による衛生用品の調達について 

 コロナ禍の影響により 4 月当初の状況は、マスク・消毒液等の衛生用品は市場に不足し

ている状況の中、在庫を抱えている業者を調査し確保に努めた。また、新型コロナウィル

ス感染防止対策のための衛生用品として経理課で予算を一括管理してコロナ対策室と連携

を諮り教職員に分配した。 

 

○インフラ長寿命化計画（個別施設計画） 

施設整備会議において「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」の改訂について審議

し、改訂を行った。 

 

○施設・設備の整備 

 キャンパスマスタープラン等に基づき、附属図書館の増築工事を進めている。また、教

育実践研究支援センター2 号館の長寿命化改修や附属竹早中学校エレベータ、小金井団地

のライフライン（給排水設備）の改修工事を行い、計画的な維持管理を行った。環境対策

として、附属小金井小学校変圧器の更新工事、総合教育 3 号館 5 階、南講義棟 2 階学生

課、S407 講義室、芸術・スポーツ１号館 1･2 階の空調機更新工事、北講義棟 3 階講義室の

照明のＬＥＤ化工事など省エネ機器を導入した。 

 

○緑地の維持管理について 

平成 31 年 3 月に大学、附属学校、学生寮において樹木の枯れ対策や安全確保のため、

高木調査を行った。この調査に基づき学芸の森環境機構や地域住民と連携しながら、緑地

保全のための計画（高木再生プロジェクト）を立案し、令和元年 7 月第 2 回施設整備会議

にて承認を得た。令和元年夏にヒマラヤスギ倒木が多発したためヒマラヤスギ対策を追加

するなど、令和元年 12 月に高木再生プロジェクトを改訂した。令和 2 年 3 月に未調査だ

った高木調査を行い、令和 2 年 9 月に再度改訂した。この際、警戒カレンダーを追加し

た。また高木再生プロジェクトに基づき、一部の危険木の伐採及び枯れ枝剪定を実施し

た。 



 

 

(3) 課題と対処方針等  

 平成16年の法人化以降、国立大学法人の経営に大きな影響を及ぼす基幹運営費交付金は、

毎年縮減され続けている。 

東京学芸大学では、主に教育研究にかかる経費や管理的経費を削減することによってこ

の問題に対応してきたが、本学のような教員養成大学においては、業務費に占める人件費の

割合が約8割と高いため、さらなる経費削減は難しい状況である。 

今後においても、引き続き「第 3 期中期計画期間における経費削減・収入増加に向けた基

本方針」に基づき、人件費を始めとする諸経費の削減、また、寄附金や科学研究費補助金

等々多角的な収入の増加を図り、さらなる教育研究活動の充実を計画しなければならない

と考えている。 

 

 

 

「Ⅴ その他事業に関する事項」 

 

１．予算、収支計画及び資金計画 

(1)予算 

※ 年度計画及び財務諸表（決算報告書）参照 

（年度計画及び財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

 

(2)収支計画 

※ 年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（年度計画及び財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

 

(3)資金計画 

※ 年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

（年度計画及び財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

 

 

２．短期借入れの概要 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

(1)運営費交付金債務の増減額の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 
期交付額 

当期振替額 

期末残高 
運営費交 
付金収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定 

見返運営費 

交付金 

資本剰余金 小計 

平 成 28年度 1 ― ― ― ― ― ― 1 

平 成 29年度 ― ― ― ― ― ― ― ― 

平 成 30年度 0 ― ― ― ― ― ― 0 

令和元年度 199 ― 191 7 ― ― 198 1 

令 和 2年 度 ― 8,213 7,983 33 ― ― 8,017 196 

 

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細 

 

令和元年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内   訳 

業務達成基準 
による振替額   － 該当なし 

期間進行基準 
による振替額  － 該当なし 

費用進行基準 
による振替額 

運営費交付金
収益 

191 
①費用進行基準を採用した事業等：退職手当及
び令和元年度設備災害復旧経費 
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：191 
 （退職給付費用：185、修繕費及び業務委託費：
2、その他：4） 

ｲ)固定資産の取得額：7 
（工具器具備品：7） 

 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 

業 務 進行 に伴 い支 出し た 運営 費交 付金 債務
191百万円を収益化。 

資産見返運営
費交付金 

7 

資本剰余金 ― 

計 198 

合計 
 

198 
 

 

 

 



 

令和 2 年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内   訳 

業務達成基準 
による振替額 運営費交付金

収益 
168 

①次世代型コンピテンシー育成のための教育方
法開発とその国内外への発信－新学習指導要領
への対応と OECD・Education2030 事業の枠組に
基づくカリキュラム内容の提案を中心に－、「子
どもの貧困」支援及び教員・教育支援者養成シ
ステムに関するコンソーシアム型研究開発、そ
の他  
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：168 
 （人件費：88、業務委託費 19、消耗品費：7、

備品費：5、その他の経費：49） 
 ｲ)固定資産の取得額：33 

（工具器具備品：33） 
 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 

計画に対する達成率が100％であったため当
該業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

資産見返運営
費交付金 

33 

資本剰余金 － 

計 202 

期間進行基準 
による振替額 運営費交付金

収益 
7,213 ①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基

準及び費用進行基準を採用した業務以外の全て
の業務 
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：7,213 
（人件費：7,032、奨学費：115、その他：66） 

 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 
 学生収容定員が一定数（90％）を満たしてい
たため、期間進行業務に係る運営費交付金債務 
7,213 百万円を収益化。 

資産見返運営
費交付金 

― 

資本剰余金 ― 

計 7,213 

費用進行基準 
による振替額 

運営費交付金
収益 

601 
①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、
移転費、建物新営設備費、設備災害復旧経費、
授業料免除 
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：601 
 （退職給付費用：583、業務委託費：8、 

奨学費：5、その他：5） 
ｲ)固定資産の取得額：なし 

 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 

業 務 進 行に 伴 い支 出し た 運 営費 交 付金 債務
601百万円を収益化。 

資産見返運営
費交付金 

― 

資本剰余金 ― 

計 601 

合計 
 

8,017 
 

 

 

 

 

 



 

(3)運営費交付金債務残高の明細 

                                                                （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

平 成 2 8年 度 

期間進行基準 を

採用した業務 に

係る分 

1 

入学者における基準標準超過率（109％）を超過したこ

とによるもので、当該債務は中期目標期間終了時に国

庫納付する予定である。 

計 1  

平成 30 年度  

期間進行基準 を

採用した業務 に

係る分 

0 

入学者における基準標準超過率（105％）を超過したこ

とによるもので、当該債務は中期目標期間終了時に国

庫納付する予定である。 

計 0  

令 和 元 年 度 

期間進行基準 及

び費用進行基 準

を採用した業 務

に係る分 

1 

入学者における基準標準超過率（105％）を超過した

ことによるもので、当該債務は中期目標期間終了時に

国庫納付する予定である。 

また、設備災害復旧経費：0 は執行残であり、当該債

務は中期目標期間終了時に国庫納付する予定である。 

計 1  

令 和 2 年 度 

費用進行基準 を

採用した業務 に

係る分 

196 

退職手当：157、建物新営設備費：20、授業料免除：
19。 
上記は、それぞれ執行残であり、翌事業年度以降に使
用する予定である。 

計 196  

合計 199  

 

  



（別紙） 

 

■財務諸表の科目 

１．貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形の

固定資産。 

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して

著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可能

サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が

該当。 

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び

一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、たな

卸資産等が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照

表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見

返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資

産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。退

職給付引当金等が該当。 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金：国からの出資相当額。 

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

２．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人

全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及

び教員の双方が利用するものの運営に要する経費 

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用：支払利息等。 

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。 

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のう



ち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩

しを行った額。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件

費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支

状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支

出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表

す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還

及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表

す。 

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財

源により負担すべきコスト。 

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から

学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかか

わらず生じた減損損失相当額。 

損益外利息費用相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予

定されない資産を売却や除却した場合における帳簿価額との帳簿価額との差額相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合

の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度におけ

る引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認

められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度に

おける引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合

の本来負担すべき金額等。 




